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第５回 稚内市観光振興のための新税に関する審議会 議事録 

 

〇 日 時 

令和７年８月１日（金）午後３時～ 

 

〇 場 所 

稚内市役所５階 正庁 

 

〇 次 第 

１ 開会 

２ 諮問 

３ 市長挨拶 

４ 会長挨拶 

５ 報告 

 （１）観光客アンケート結果 

 （２）宿泊事業者説明会の開催結果 

６ 議事 

 （１）新税に係る制度設計 

 （２）使途の方向性 

７ その他 

８ 閉会 
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報告と議事について、事務局より説明。 

委員から出た主な意見や質問、事務局からの応答は下記のとおり。 

 

〇 市として観光振興策を打ち出したくても今の予算では不足が生じることから、宿泊税

を集めて新たな観光振興策を打ち出したいという姿が本来であると思う。宿泊税が 100

円、200 円だろうが、より多くの予算があった方がよい。なぜ宿泊税として 7,000 万円

が必要と考えたのか。 

 

＜事務局の回答＞ 

 人口減少に伴う市税等の減収や近年の物価高騰などの影響により、経常的な経費の増

加が予想される中で、観光振興策に対して十分な財源を確保していくことが難しくな

ると想定される。宿泊税を財源とした使途の方向性としては、「観光振興の磨き上げと

魅力向上」「受入環境の整備促進」「持続可能な観光振興」の３本柱に応じた各種施策

を実施していきたいと考えている。税率は、負担する宿泊者にとって過度な負担とな

らない範囲の税額設定や、先行自治体の税率を参考としながら、一律定額制 200 円が

妥当であると考えており、市の宿泊客延数に200円を乗じた場合、宿泊税の税収は7,000

万円が見込まれる。 

 

〇 具体的な施策は、行政だけで決めるのではなく、観光関連事業者が責任を持って、施

策の検討から参加することで、観光関連事業者が成長するチャンスであると感じてい

る。 

 

＜事務局の回答＞ 

 宿泊税導入の是非の答申において、「新たな観光振興策は観光関連事業者と意見交換を

行いながら検討すること」という付言事項があった。ゼロベースで検討するのではな

く、宿泊事業者や宿泊者へ意見聴取を行い、その結果をもとに市が提案した上で、観

光情勢に応じた観光振興策を行っていきたいと考えている。 

 

〇 使途の事業費として、「観光振興の磨き上げと魅力向上」「受入環境の整備促進」「持続

可能な観光振興」の項目ごとに、7,000 万円を割り振っているが、積算の根拠はどこに

あるのか。 

 

＜事務局の回答＞ 

 7,000 万円の振り分けについては、庁内で行った観光振興に資する事業の調査結果のほ

か、現状の課題等に対して、想定される事業案を超概算で見積もったものを積み上げ

て、三つの柱に割り振ったものであり、この内容で決まったわけではない。 
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〇 ホテルに支払われる特別徴収義務者交付金は 3.5％に限らず、ホテルの方々の負担を軽

減する方向性も検討してほしい。 

 

＜事務局の回答＞ 

特別徴収義務者交付金については、北海道や先行自治体を参考としながら 3.5％と考え

ている。別途、特別徴収義務者の負担軽減が必要と判断される場合については、使途

の中で検討していきたい。 

 

○ 入湯税に対して、手数料は交付されない中で、宿泊税に限って、なぜ事業者の負担軽減

のために手数料を設けるのか。 

 

＜事務局の回答＞ 

北海道においても、宿泊税の円滑な運営に資するため、納期内納入の意欲の高揚を図

ることを目的としており、市としても参考とさせていただいた。 

 

〇 基本的には、宿泊税で集めた 7,000 万円をその年で活用することを想定しているよう

だが、パンデミックのような不測の事態で税収が減ることも想定される。財源を確保

して安定した運営を行う観点から、集めた宿泊税を次の年に使えないのか。 

 

＜事務局の回答＞ 

先行自治体への聞き取りでは、基金への積み立てなどの運用方法について、総務省と

の協議の中で整理することになると伺っている。北海道は、一定程度の基金への積み

立てを除き、基本的には当該年度で宿泊税を活用することとしており、本市としても、

基金の積み立て方法は検討段階であるが、パンデミック等の発生に備えた計画的な基

金への積み立ては必要と考えている。 

 

〇 スポーツ合宿誘致助成は徴収した宿泊税の中から支出されるのか。 

 

＜事務局の回答＞ 

本市では、スポーツ合宿の誘致促進に向けて助成制度を設けており、その利用者にと

って、宿泊税の負担が増えることから、宿泊税の使途の中で新たな支援を考えること

も方策の一つと考えている。 

 

〇 市としては、7,000 万円以上の使途を示していく必要があるのではないか。事業費を積

み上げて、7,000 万円になったのか、7,000 万円を項目ごとに割り振ったのか。 
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＜事務局の回答＞ 

現状抱えている課題解決の施策や将来的に必要性が高い施策について、その経費を超

概算で積み上げ、使途の方向性とした「観光振興の磨き上げと魅力向上」「受入環境の

整備促進」「持続可能な観光振興」の項目ごとに、7,000 万円ベースで割り振った。事

業費の振り分けをイメージしやすくしたところである。 

 

〇 一般財源から観光振興に多くの財源を使っているが、これまで以上に観光振興を行っ

ていくためには、財源が不足しているから宿泊税を導入すると強調した方がよいので

はないか。 

 

〇 宿泊税の使途については、関係団体が意見を出し合い、優先順位をつけながら事業を

実施し、効果検証していくことが大事であると考える。 

 

〇 一律定額制 200円以上とした場合、先行自治体と稚内市が比較されることとなり、他

の地域より特別な使途を示すことができればよいが、現実的ではない。稚内市が提案

している一律定額制 200 円は、他の先行自治体を参考とした考え方に理解は出来る。 

 

〇 使途の方向性や税率に関しては、行政がしっかりと責任をもって宿泊者や宿泊事業者

の理解が得られる制度設計とすることが重要である。 

 

〇 特別徴収義務者交付金は宿泊事業者の負担の軽減が図られる率が重要であって、具体

的な率まで審議会で議論することは難しい。答申の中では、「行政として適切な率を交

付すること」という方向性になると考えている。 

 

〇 税率の妥当性は、観光客アンケートの実施結果からも得られており、直接支払うこと

となる観光客の 85％の方が 200 円以上支払ってもよいと回答した結果である。一律定

額制 200 円とすることに妥当性を感じる。 


